
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】  コンクリート筋材として非磁性且つ非導
電性の強化プラスチック筋を使用したコンクリート建造
物に設置された電気設備の接地システム監視装置であっ
て、前記電気設備の接地線を介して該電気設備から漏洩
する電流を検出するとともに、該電気設備の対地電位を
検出し、これらの検出値に基づいて該電気設備の接地健
全性を解析し、且つ、該接地健全性が所定基準より劣化
した場合には所定の安全処置を実行することを特徴とす
る絶縁建造物に設置された電気設備の接地システム監視
装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】この発明は絶縁建造物に設置
された電気設備の接地システムの健全性を監視する装置

に関するものであり、特に、建造物筋材から電気的障害
を受け易い精密電気機器や核融合炉施設及び夜間や休日
でも館内を停電させてはならないような病院や恒温恒湿
研究施設等に適した接地システム監視装置に関するもの
である。
【０００２】
【従来の技術及び発明が解決しようとする課題】コンク
リート建造物に使用される筋材は一般に鉄筋鉄骨であ
る。この鉄筋鉄骨は良導体であるので、コンクリート建
造物内に据え付けた電気設備をアースする場合には、該
電気設備の接地線を該コンクリート建造物の筋材に接続
すれば良い。
【０００３】しかし同時に、鉄筋鉄骨はその良導性の故
に電気設備に対して電気的障害を及ぼしやすい。例え
ば、コンピュータ等の精密電気機器に於いては、落雷に
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よる電気ノイズが筋材から接地線を伝わって誤動作の原
因となったり、場合によっては破損に至ることもある。
また大容量の電力を供給して強力な磁場を発生させる核
融合炉に於いては、この磁場が筋材内に誘導電流を発生
させ、この誘導電流によって磁場自体が乱されることに
なる。
【０００４】電気設備に対するこのような電気的障害を
除去すべく、本願出願人は先に「電気的に絶縁された建
造物（特願平７－８０６１２）」を提案した。之はコン
クリート建造物の筋材として非磁性且つ非導電性の強化
プラスチック筋を使用することにより筋材の電気ノイズ
や誘導電流を防止して電気設備を保護しようとするもの
である。
【０００５】一方、このようにコンクリート建造物を電
気的絶縁状態に置いた場合には、電気設備の接地システ
ムが従来以上に重要になる。前記先願発明に於いては建
造物内に別途電気設備専用の接地線を敷設することとし
ているが、この接地線が損傷したり、電気設備自体の絶
縁性劣化による大量の漏洩電流が発生する等、接地シス
テムの健全性が損なわれると、感電事故や火災等を招く
虞れがあり極めて危険である。
【０００６】そこで、コンクリート筋材として強化プラ
スチック筋を使用した絶縁建造物に於ける電気設備の接
地システムの健全性を担保して感電事故等を防止するた
めに解決すべき技術的課題が生じてくるのであり、本発
明は該課題を解決することを目的とする。
【０００７】
【課題を解決するための手段】本発明は上記課題を解決
するために提案されたものであり、コンクリート筋材と
して非磁性且つ非導電性の強化プラスチック筋を使用し
たコンクリート建造物に設置された電気設備の接地シス
テム監視装置であって、前記電気設備の接地線を介して
該電気設備から漏洩する電流を検出するとともに、該電
気設備の対地電位を検出し、これらの検出値に基づいて
該電気設備の接地健全性を解析し、且つ、該接地健全性
が所定基準より劣化した場合には所定の安全処置を実行
する絶縁建造物に設置された電気設備の接地システム監
視装置を提供するものである。
【０００８】
【発明の実施の形態】以下、本発明の実施の形態を図１
及び図２に従って詳述する。図１に於いて１１はコンク
リート建造物であり、該コンクリート建造物１１の筋材
には鉄筋鉄骨の代わりにアラミド繊維材等の強化プラス
チック筋１２が使用されている。この強化プラスチック
筋１２が非磁性及び非導電性を有していることは既知の
事実である。従って、該強化プラスチック筋１２は落雷
による電気ノイズの伝播媒体になることはなく、また、
磁場による誘導電流を発生させることもない。この為、
コンクリート建造物１１内に設置した電気設備１３は、
従来の如くに筋材から電気的障害を受けるようなことは

ない。
【０００９】尚、前記強化プラスチック筋１２の引張強
度は鉄筋以上であることが各試験データによって明らか
にされており、筋材として必要とされる機械的強度を充
分に具備している。
【００１０】一方、該コンクリート建造物１１の近くに
高圧線等があった場合には、静電誘導によって窓枠１
４、扉１５、手摺１６、パラペット１７等の屋外に露出
した金属部分に電荷が生じることがある。また、これら
の金属部分は摩擦等によって静電気を帯びることもあ
る。しかし、前述したように、該コンクリート建造物１
１はその全体が電気的に外界から遊離した状態になって
いるので、斯かる静電誘導による電荷や摩擦等による静
電気を別途アースする必要がある。そこで、該コンクリ
ート建造物１１には接地線１８が敷設されるとともに、
該接地線１８の先端は前記窓枠１４、扉１５、手摺１
６、パラペット１７等の屋外に露出した金属部分に接続
されている。
【００１１】ここで、該接地線１８はコンクリート建造
物１１内に配管された導電性シャフト１９に格納されて
いるが、これは該接地線１８を前記電気設備１３から電
磁遮蔽して電気設備１３を保護するためである。同様の
理由から避雷針２０の接地線２１もこの導電性シャフト
１９に格納されている。尚、符号２２は避雷器であり、
帯電した人体が金属部分に接触した時の放電を抑止する
ための装置である。
【００１２】而して、各電気設備１３には夫々ノイズ吸
収器２３を介して接地線２４が接続され、該接地線２４
は夫々検出器２５を介した後一本にまとめられて接地極
２６に接続している。各検出器２５には夫々電流検出器
２７と電位検出器２８とが内蔵されている。
【００１３】ここで、電流検出器２７は、各電気設備１
３の稼動中に接地線２４を伝導して放出される漏洩電流
値を計測するためのものである。また、電位検出器２８
は各電気設備１３の対地電位を計測するためのものであ
り、その測定端子２９は各電気設備１３と接地線２４と
の接点に配線されるとともに、その基準端子３０は前記
接地極２６とは別に設けられた基準接地極３１へ配線さ
れている。そして、各検出器２５の検出信号はコンクリ
ート建造物１１の一室に設けられた中央監視部３２へ入
力される。
【００１４】図２に図示する如く、前記検出器２５の検
出信号は中央監視部３２の増幅器３３によって増幅され
た後、処理部３４のＡ／Ｄコンバータ３５によってディ
ジタル値変換され、更に該処理部３４の解析回路３６へ
送られる。そして、該解析回路３６によって各電気設備
１３毎に接地健全性が解析される。
【００１５】即ち、電気設備１３の絶縁性が良好でない
場合には、該電気設備１３を稼動すると漏電電流が発生
するので、この漏電電流を計測する電流検出器２７の出
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力を解析すれば、該電気設備１３の絶縁性の良否が判断
できる。また、該電気設備１３をアースする接地線２４
や接地極２６が損傷している場合には、該電気設備１３
の対地電位に異常が発生するので、この対地電位を計測
する電位検出器２８の出力を解析すれば、接地線２４及
び接地極２６の状態を判断することができる。更に該電
位検出器２８の出力によって大地の状態変化による接地
抵抗の変化分を相殺することもできる。
【００１６】斯くして、得られた情報を総合することに
より各電気設備１３毎の接地健全性が把握される。この
解析処理はタイマ３７のサンプリング信号毎に実行さ
れ、経時的データとしてメモリ３８に記憶される。そし
て、この経時的データは前記解析回路３６へ戻され、微
分処理等により接地健全性の時間的劣化度合が解析され
る。
【００１７】また、中央監視部３２にはモニタ３９が設
置されており、該モニタ３９により前記電流検出器２７
及び電位検出器２８の検出値並びに前記解析回路３６の
解析結果等を確認できるようになっている。
【００１８】而して、前記メモリ３８には接地健全性の
安全限界値が格納されており、この安全限界値は前記解
析回路３６の解析結果と比較される。そして、解析結果
と安全限界値との差が一定範囲内に入った場合には、警
報装置４０にアラーム信号が出力される。尚、このアラ
ーム信号は各電気設備１３毎に区別されており、何れの
電気設備１３に異常が発生しているのかを識別すること
ができるようになっている。
【００１９】更に解析結果が安全限界値に至った場合に
は、対象となる電気設備１３に対応する電磁接触器コイ
ル４１が励磁され、そのｂ接点４２が切離される。これ
により当該電気設備１３に対する交流電源４３からの電
源供給が遮断され、該電気設備１３が停止される。斯く
して、電気設備１３の接地健全性劣化による感電事故や
地路事故、機器破損、火災等を防止することができる。
【００２０】尚、本発明は、本発明の精神を逸脱しない
限り種々の改変を為すことができ、そして、本発明が該
改変されたものに及ぶことは当然である。
【００２１】
【発明の効果】以上説明したように、本発明は絶縁建造
物内に設置された電気設備の漏洩電流及び対地電位を検
出することにより、その接地システムの健全性を監視す
るように構成されている。従って、電気設備の絶縁性劣
化や接地線損傷等が発生した場合には警報や電気設備の
運転停止等により感電事故や火災等を未然に防止するこ
とができる。

【００２２】また、本発明は電気設備の稼動中に常時そ
の接地健全性を監視するものである。斯かる接地システ
ム監視装置は、特に、夜間や休日でも館内を停電させて
はならないような施設、例えば病院や恒温恒湿研究施設
等に適している。即ち、従来変圧器等の電気設備は、夜
間や休日に館内を強制的に停電させた上でその絶縁抵抗
を測定していた。これは、此種の電気設備は通常力学的
安定を図るためにアンカーボルトで建造物の筋材に固定
されており、稼動中にはこのアンカーボルトを介して漏
洩電流が筋材へアースされていくため、稼動時の接地線
の漏洩電流検出値からは電気設備の絶縁性を正確に把握
できないからであった。
【００２３】これに対し本発明に於いては、筋材として
非磁性且つ非導電性の強化プラスチック筋を使用してい
るので、漏洩電流がアンカーボルトを介して筋材へアー
スされることはなく、その全量が接地線を流れることに
なる。従って、該接地線の漏洩電流検出値は電気設備の
絶縁性に正確に比例する為、稼動中に常時接地健全性を
監視し続けることが可能となる。故に館内を停電させる
必要はなく、夜間や休日でなければ測定できないような
不都合も解消されるのである。
【図面の簡単な説明】
【図１】絶縁建造物の全体構成を示す概念図。
【図２】本発明の実施の形態を示し、その制御回路図。
【符号の説明】
１１          コンクリート建造物
１２          強化プラスチック筋
１３          電気設備
２４          接地線
２５          検出器
２６          接地極
２７          電流検出器
２８          電位検出器
２９          測定端子
３０          基準端子
３１          基準接地極
３２          中央監視部
３４          処理部
３６          解析回路
３８          メモリ
３９          モニタ
４０          警報装置
４１          電磁接触器コイル
４２          ｂ接点
４３          交流電源
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【図１】

【図２】
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